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最近の道内景気は、低水準ながら持ち直しの動きもみられる。需要面をみると、個人消費

は、耐久消費財の減少幅が縮小している。公共投資は、新幹線関連工事の発注が増加してい

る。住宅投資は、低い水準ながら前年を上回って推移している。輸出は、アジア向けを中心

に増加している。生産活動は、横ばい圏内で推移している。雇用情勢は、有効求人倍率、新

規求人数ともに改善している。企業倒産は、件数、負債総額ともに増加している。

なお、３月１１日に発生した東日本巨大地震による国内生産活動の大幅な落ち込みが、今後

の道内経済に大きな影響を及ぼすものと思われる。
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①個人消費～弱い動き

１月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．２％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲５．６％）は、主力の衣料

品、飲食料品ほかすべての品目が前年を下回

った。スーパー（同▲０．９％）は、衣料品が

前年を上回ったが、主力の飲食料品は前年並

み、身の回り品、その他の品目は前年を下回

った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．８％）

は２ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～３ヶ月ぶりの増加

１月の新設住宅着工戸数は、１，９５０戸（前

年比＋６１．２％）と３ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同＋３１．０％）、

貸家（同＋５４．１％）、分譲（同＋１５０．０％）い

ずれも増加した。

平成２２年４月～平成２３年１月累計では、

２５，９６５戸（前年同期比＋８．８％）と前年を上

回った。利用関係別では、持家（同

＋１０．１％）、貸家（同＋４．２％）、分譲（同

＋２８．９％）いずれも前年を上回った。

道内経済の動き
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③鉱工業生産～生産は幾分増加

１月の鉱工業生産指数は、前月比

＋３．８％、前年比では＋１．９％と２ヶ月ぶりに

上昇した。

業種別では、前年に比べ金属製品工業や窯

業・土石製品工業、食料品工業などが低下

し、一般機械工業や印刷業、鉄鋼業などが上

昇した。

④公共投資～２ヶ月連続の増加

１月の公共工事請負金額は、１８０億円（前

年比＋８９．４％）と新幹線関連工事が底上げ

し、２ヶ月連続で前年を上回った。

発注者別では、国（前年比▲１１．１％）は前

年を下回ったものの、道（同＋９．５％）や市

町村（同＋６．１％）は前年を上回った。

平成２２年４月～平成２３年１月累計では請負

金額６，７４３憶円（前年同期比▲１７．４％）と前

年を下回っている。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４２倍となり、前月比では横ばい、前年比

では０．０６ポイント上昇した。前年比は１２ヶ月

連続の上昇となった。新規求人数は、前年比

５．４％増加し１２ヶ月連続して前年を上回っ

た。業種別では、医療・福祉（前年比

＋１５．１％）や製造業（同＋１９．４％）、卸・小

売業（同＋６．９％）などが増加した。

道内経済の動き
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⑥来道客数～６ヶ月連続で前年を下回る

１月の来道客数は、７８２千人（前年比

▲１．１％）と６ヶ月連続して前年を下回っ

た。航空機利用による来道客数が６ヶ月連続

して前年を下回るなど、国内需要が減少して

いる。

平成２２年４月～平成２３年１月累計では

９，７０１千人（前年同期比▲１．１％）と前年を下

回って推移している。

⑦貿易動向～輸出２ヶ月連続の増加

１月の道内貿易額は、輸出が前年比２１．５％

増の２７０億円、輸入が同２１．４％増の１，１５１億円

となった。

輸出は、鉄鋼や船舶、一般機械などが増加

し２ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、原油・粗油や石油製品、石炭など

が増加し１３ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに増加

２月の企業倒産は、件数は４１件（前年比

＋１７．１％）、負債総額は７０億円（同＋２２．８％）

となった。件数は２ヶ月連続、負債総額は２

ヶ月ぶりに前年を上回った。

業種別では、建設業１７件、卸売業７件、小

売業、サービス・他各６件などとなった。

平成２２年４月～平成２３年２月累計では、件

数４１１件（前年同期比▲９．３％）、負債総額

１，０３５億円（同▲３９．０％）と件数・負債総額

ともに下回った。

道内経済の動き
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企業の有する売掛金等の金銭債権のうち、その全部または一部が回収不能に陥った場合には、

その債権額部分を遅滞なく損失として処理する必要があります。これを不良債権の償却といいま

す。償却には、当該債権額を資産勘定から引き落とす「直接償却」と、債権額の同額を貸倒引当

金勘定へ繰り入れる「間接償却」の２つの方法があります。償却は企業が自らの判断で実施する

ことが原則ですが、そこには法人税法の償却基準と企業会計原則の基準があり、まったく企業の

自由意思に任されているわけではありません。そこで今回は、債権償却のルールの概要を説明し

ます。

なお今回の説明対象の企業は、法人税の納付義務がある一般的な私企業であり、公的企業や非

課税法人、個人事業者は含まれません。

◆不良債権償却の意義

企業の有する金銭債権が不良債権化した場合、それを放置することは売掛金、貸付金あるいは

未収金等の資産の一部に不良部分が内包されていることになり、財務の健全性確保の要請に反す

ることになります。したがって企業は、不良化した債権額を適正に資産から控除し、あるいは不

良債権の対等額を貸倒引当金へ繰り入れなければなりません。

この点について商法は、商人は営業上の財産について適時に正確な会計帳簿の作成を要し（同

法１９条２項）、商人の会計は一般に公正妥当と認められる会計の慣行に従うものとしています

（同法１９条１項）。さらに会社法では、株式会社について、適時に正確な会計帳簿の作成を求め

（同法４３２条１項）、株式会社の会計は一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従うものと

し（同法４３１条）、会社計算規則において、会社は償却すべき資産につき事業年度の末日において

相当の償却をしなければならず（同規則５条２項）、特に取立不能のおそれがある債権について

は事業年度の末日において取立不能見込額を控除しなければならない旨を規定しています（同規

則５条４項）。すなわち、金銭債権が取立不能となった場合は、当該取立不能額を債権金額から

控除することを当然とした上で、取立不能のおそれがある場合にもその見込額を債権金額から控

除することを義務付けています。

また、引当金について会社計算規則は、「将来の費用または損失の発生に備えて、その合理的

な見積額のうち当該事業年度の負担に属する金額を費用または損失として繰り入れることにより

計上すべき引当金は、事業年度の末日における適正な価格を付し、負債の部に計上する」旨を定

めています（同規則６条２条１号、１０７条２項）。

一方、企業会計原則においても、「受取手形、売掛金その他の債権の貸借対照表価格は、債権

金額又は取得価格から正常な貸倒見積額を控除した金額とする」旨を規定し（同「貸借対照表原

則五のC」）、引当金については、「将来の特定の費用又は損失であって、その発生が当期以前の

事象に起因し、発生の可能性が高く、その金額を合理的に見積もることができる場合には、当期

経営のアドバイス

不良債権の償却
金融財政事情研究会研修センター主任講師

（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹
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の負担に属する金額を当期の費用又は損失として引当金に繰り入れ、当該引当金の残高を、貸借

対照表の負債の部又は資産の部に計上するものとする」（同注解１８）と規定しています。つまり、

資産の評価額が帳簿価格を下回ることが明らかな場合には、これを帳簿価格から直接控除し（償

却）、またはその下回る差額を引当金へ繰り入れる（引当）ものとされているのです。

他方で、償却の必要がない債権を恣意的に償却することは利益の過小計上につながり逆粉飾と

なります。後に述べる有税償却を安易に用いて決算操作を行うことは、会計上の禁じ手です。債

権が償却の対象となる状態を「償却適状」といいますが、償却が必要な債権の状態とは、支払期

限が到来している債権を債務者が支払わないこと（期限の利益の喪失）、今後も債権全額の支払

の可能性が薄く損失発生が見込まれること、債権回収の引当となる担保や保証からの回収が終了

又はそれからの回収見込みが少ないことがあげられます。ただし、次に述べる無税償却基準を充

足することは、償却適状の要件ではありません。

◆法人税法が認める債権償却（無税償却）

企業が保有金銭債権の一部を不良債権と判定しても、そこから発生している又は発生見込みの

損失額が自動的に税務上の損金として認められるわけではありません。法人税法は、法人の有す

る金銭債権につき取立不能あるいは取立不能見込みとなった額のうち、一定の要件を充足するも

のにつき税務上の損金処理を認め、それ以外については、法人がたとえその償却手続を実施して

も、税務上はその損金処理が否認される扱いとなっています。前者の、税務上も損金として認め

られる償却を「無税償却」といい、それに対して後者を、便宜的に「有税償却」ということがあ

ります。

法人税法が認める無税償却の形態には、次に述べるように、直接償却と間接償却の２つがあり

ます。

１．直接償却（貸倒損失による処理）

法人の有する金銭債権につき貸倒れが生じた場合の貸倒損失は、法人税法２２条３項の規定によ

り損金の額に算入され直接償却されますが、貸倒れの事実認定の一般的基準としては、法人税基

本通達第９章第６節第１款に以下の３項目が掲げられています。これらの基準の適用の妥当性

は、後日の税務調査時に検証されるので慎重な判断が必要です。

＜基本通達９－６－１＞金銭債権の全部又は一部の切捨てをした場合の貸倒れ

形式基準による直接償却（法律上の貸倒れ）といわれるもので、下記の４つが規定されていま

す。債権が法律上消滅した場合であり、債権者が損金処理をしたか否かに関りなく、当該消滅金

額をその事由の生じた事業年度に限り、直接償却することが認められます。

①会社更生計画や民事再生計画の認可決定により切り捨てられることになった部分の金額

②会社法の規定による特別清算協定の認可決定により切り捨てられることになった部分の金額

③債権者集会の協議決定や行政機関、金融機関等の斡旋による当事者間の協議で成立した契約に
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より切り捨てられることになった部分の金額

④債務者の債務超過状態が相当期間継続し、その金銭債権の弁済を受けることができないと認め

られる場合において、書面により明らかにされた債務免除額

①と②は法的整理手続に基づき債権切捨てが行われた場合の、その切捨て部分を償却するもの

です。③は私的整理（内整理）における債権切捨てを対象にしたものですが、特定調停手続によ

る債権切捨て部分の償却にも適用されます。④は残存債権額の弁済がもはや不可能である場合

に、債権者から債務者に対して書面でなされた債務免除を対象としています。債務超過が継続し

ている「相当期間」については明確な基準がありませんが、債権の回収努力が行われたにも拘ら

ず弁済不能と判断されるに至った期間と考えられ、個々のケースに則して判断することになりま

す。事業の再建支援のために債権放棄をするケースと似ていますが、再建支援においては放棄債

権額の弁済が不能とはいえないこともあり、その場合は基本通達９－４－１あるいは９－４－２

を適用することになります（後述）。

＜基本通達９－６－２＞回収不能の金銭債権の貸倒れ

実質基準による直接償却（事実上の貸倒れ）といわれるもので、債務者の支払能力から判断し

て、残存債権額の全額が事実上回収不可能であることが明らかになった場合に、その明らかにな

った事業年度において、当該債権額の直接償却を可能とする規定です。広く一般的に用いられる

基準ですが、回収不能の判断要件は厳しいものがあり、債務者の支払能力のほか、保証人や手形

支払人等関係者の支払能力も勘案する必要があります。また担保付債権の場合は、原則として担

保処分が完了していることが必要です。破産手続が完了して最終配当を受領したときも、他に回

収手段がなければこの基準により償却できます。

＜基本通達９－６－３＞一定期間取引停止後弁済がない場合等の貸倒れ

債務者につき次に掲げる事実が発生した場合には、その債務者に対して有する売掛債権（売掛

金、未収請負金その他これらに準ずる債権をいい、貸付金やそれに準ずる債権は含みません）に

つき、備忘価額を控除した残額を貸倒れとして損金処理することが可能です。

①債務者との取引を停止した時以後１年以上を経過した場合

・最後の弁済期又は最後の弁済の時が当該取引を停止した以後である場合は、これらのうち最も

遅い時から起算します。

・当該売掛債権について担保がある場合は除かれます。

・この扱いは、継続的取引関係にあった債務者につき信用状態の悪化等により取引を停止するに

至った場合が対象であり、不動産取引のようなスポット的取引を行っていた債務者に対する売

掛債権については適用されません。

・期限の定めのない場合は即時払い契約と考えられ、最後の納品日を起点として１年経過の事実

を判断することになるでしょう。

②法人が同一地域の債務者について有する当該売掛債権の総額が、その取立てのために要する旅
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費その他の費用にも満たない場合において、当該債務者に対して支払を督促したにもかかわら

ず弁済がないとき

なお、この貸倒れの処理は、法律上有効に存在する債権について、便宜的に回収不能とみて貸

倒れを認めるという扱いなので、当該債権が債務免除や実際に回収が見込めない状況になるまで

の間は、備忘価額を付して管理されるべきものとされており、会計処理においても補助簿の整

理、貸倒れとした金額についての債務者別の明細管理やその後の回収状況の経理を明らかにする

ことが必要でしょう。

２．間接償却（個別貸倒引当金への繰入れ）

企業の有する金銭債権が貸倒れの状況までは至っていないが、債務者につき一定の事実が発生

したため、当該債権の一部が回収不能と見込まれる場合には、法人税法施行令（以後「法令」と

略します）第９６条１項が定める基準に従い、その回収不能見込額を、損金経理により個別貸倒引

当金（個別評価債権に係る貸倒引当金）へ繰り入れることができます。

その場合の繰入れ基準は、下記のように、法令９６条１項１号（「９６－１－１」と略記します）

から４号まで４項目が規定されています。なお、個別貸倒引当金繰入額は、事業年度ごとに洗い

替えされます。また貸倒引当金の繰入れ基準については見直しの方向が示されており、今後の動

向に注意してください。

＜法令９６－１－１＞法令等による長期棚上げ債権額の貸倒引当金繰入れ

法的な再建・整理手続（会社更生計画、民事再生計画、特別清算協定）や一定の要件を満たす

関係者の協議決定（私的整理手続等）により、金銭債権の長期棚上げがなされた場合の、５年以

内に弁済が予定されている金額以外の金額（長期分割弁済計画において計画成立時から５年を超

えて弁済が予定されている部分の金額に概ね等しい）につき、貸倒引当金への繰入れを認めるも

のです。

＜法令９６－１－２＞債務超過状態の継続等による取立不能額に係る貸倒引当金繰入れ

法人が有する個別評価金銭債権（一括評価する金銭債権以外の、債務者別に評価する金銭債

権）に係る債務者につき、債務超過状態が相当期間継続し、かつ、事業好転の見通しがないこ

と、災害や経済事情の急変等により多大な損害が生じたこと等により、当該金銭の一部が取立て

不能と見込まれる場合に、当該金額の貸倒引当金繰入れを認めるものです。相当期間とは概ね１

年以上とされ、担保処分が長引いているため直接償却ができない場合には、この基準を適用して

貸倒引当金へ繰り入れることが可能です。

＜法令９６－１－３＞形式基準による取立不能額の５０％相当額の貸倒引当金繰入れ

法人の有する個別評価金銭債権に係る債務者につき、会社更生、民事再生、破産、特別清算の

各手続の申立てや、手形交換所における取引停止処分が発生している場合に、当該債権の取立不
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能と見込まれる部分の金額の５０％相当額の貸倒引当金繰入れを認めるもので、形式基準による繰

入れとして一般的に広く用いられています。なお、特定調停の申立てや私的整理手続の開始は、

この基準の対象になりません。

＜法令９６－１－４＞外国政府等向け債権の取立不能額の５０％相当額の引当金繰入れ

外国政府等向けの金銭債権に債務不履行等が生じている場合に、その取立不能見込額の５０％相

当額の貸倒引当金繰入れを認めるものです。

３．債権売却による損失処理（事実上の債権償却）

最近は不良債権をサービサー等の外部機関に売却し、譲渡損失を損金処理することにより、事

実上の債権償却を行うケースが多くなっています。法人税基本通達も２－１－４４で、一定の要件

充足の下で譲渡損失の損金経理を認めており、譲渡価額が適正なこと及び真性譲渡であること

（関係会社への仮装譲渡や買戻し条件付譲渡は不可）が重視されます。

◆有税償却（有税引当）

企業の有する金銭債権が、前述した償却適状にはあるが無税償却の基準を満たすに至っていな

い場合に、税務上は否認したうえで会計上の損失処理だけを行うことを「有税償却」と称しま

す。ただしこれは、制度上の概念として確立されたものではありません。

有税償却にも直接償却と間接償却とがありますが、直接償却してしまうと後日それを無税償却

に切り替えることが不可能となり、かつ、使途不明金など内容を明らかにできない損失処理とし

て、会計監査の場で追求を受けるおそれがあります。したがって、有税償却の大部分は間接償却

であり、それゆえ「有税引当」と呼ばれることもあります。

有税引当された債権が、その後税務上の基準を満たした結果、無税償却に切り替えられるとき

は、当該事業年度の「益金」の減算処理を行うことによって、有税引当時に払いすぎていた税金

の還付が行われます。しかし有税引当は、実際には損失であるにも拘らず、その部分に係る税金

を仮払いするものであり企業の決算上は不利なので、それを是正する方策として「税効果会計」

が採り入れられました。

税効果会計では、有税引当された債権の法人税等相当額を法人税等調整額として当期利益に加

算修正し、対等額を繰延税金資産勘定に振替計上します。後日それを無税償却に切り替えるとき

は、その年度の益金（課税所得）を減算したうえで繰延税金資産を取り崩し法人税等調整額とし

て当期利益を減算修正します。ただし繰延税金資産の計上は、以後５年間程度の利益見通しが立

つ範囲内で行うべきものとされています。

◆事業再生にかかる損失処理

法人が子会社等の支援のために債権放棄を行う場合、それが一定の要件を満たしていなけれ

ば、税務上は寄附金と認定されます。法人税法３７条は、寄附金の損金算入限度額の計算基準を規
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定し、法人が金銭その他の経済的利益の贈与や無償供与を行った場合には当該金銭の額及び贈与

等の資産の時価相当額を寄附金として扱うこと（同条７項）、法人が資産の低廉譲渡を行った場

合には当該資産の時価と譲渡価額の差額を寄附金とみなすこと（同条８項）を定めています。し

たがって、法人が子会社等に経済的利益を供与した場合、相手からその対価と見なされる利益を

受けているか、あるいは当該経済的利益を手放す合理的な経済目的や事情がない限り、その経済

的利益の供与行為は寄附金と認定されます。

子会社等（関係会社や取引先も含みます）の支援のためにやむを得ず経済的利益の供与を行う

場合に、それが寄附金とならないための「合理的な経済目的や事情」について、法人税基本通達

は次のように例示しています。

＜基本通達９－４－１＞子会社等を整理する場合の損失負担

法人がその子会社等の解散、経営権の譲渡等に伴い、債務引受や債権放棄等の損失負担をした

場合、それをしなければ今後より大きな損失を蒙ることが社会通念上明らかであるなど相当の理

由があるときは、その損失負担は寄附金の額には該当しません。

＜基本通達９－４－２＞子会社等を再建する場合の利益供与

法人がその子会社等に対して金銭の無償もしくは低利率での貸付又は債権放棄等を行った場

合、それが子会社等の倒産防止のためにやむを得ず行われたもので合理的再建計画に基づくもの

であるなど相当な理由があるときは、寄附金の額には該当しません。

この場合、合理的な再建計画の判断基準として、支援額の合理性（算定根拠）、支援者による

再建管理の有無、支援者の範囲の相当性や支援割合の合理性等が挙げられていますが、利害の対

立する複数の支援者の合意により策定された計画は、原則として合理的なものとして取り扱う旨

が例示されています。

なお、債権放棄等利益の供与を受ける側の債務者に発生する債務免除益や受贈益については、

原則として資産の評価損や期限切れ欠損金（青色欠損金や災害欠損金以外の欠損金）との減殺が

できることとされています。
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はじめに

全国的には記録的な大雪をもたらした冬将軍が去り、街角には早春の足音がヒタヒタと忍び寄

っています。もうすぐ、名曲「花の街」（江間章子作詞・團伊玖磨作曲）のメロディーがよく似合

う季節が到来します。（私が中学１年の音楽の授業で習った曲です）

私は今頃になると必ず、銀行の支店長として２年半過ごした倶知安町のある風景を思い出しま

す。倶知安町の春の空は、本州の霞みたなびくやわらかな空ではなく、吸い込まれそうな深みの

ある紺碧の空です。その空を背景に、冬はスキーヤーで賑わう雄大なニセコ連峰が町の近くに広

がっています。毎年春になると、そのニセコ連峰に馬が現れます。野生の馬ではありません。山

腹の微妙なアンジュレーションが、斜面に雪で馬の躍動する姿を描いているのです。青い山脈に

真っ白く映える馬の姿を見て遅い春を実感しました。そして馬の姿が消える頃には、北国の町は

生き物が生命を謳歌する短い夏を迎えます。町役場の前から見るこの風景が、私は一番好きでし

た。

私事ですが、私は３月に３４年間勤めた銀行を何とか無事退職し、北海道大学に就職しました。

北海道TLO�（道内大学の研究成果を特許化し、企業に仲介する業務を行っていた。平成２１年３
月解散）への出向以来、ここ１０年ほど関わってきた産学連携の仕事を継続いたします。今までの

経験を十分に活用できる仕事に就くことを、私はとても嬉しく思うと同時に、関係者の皆さんに

深く感謝しています。

前置きが長くなりましたが、今回は、私が勤務する北海道大学の産学連携活動の一部を紹介し

ます。ご注意いただきたい点が二つあります。

第一は、本誌「調査レポート」は、企業の皆様に実践的な情報を提供することが主たる狙いと

考えています。私も欠かさず読んでいますが、各分野の専門家諸氏による記事は丁寧で説得力が

あり、すぐに役立ちそうなものばかりです。一方、私がお話できる分野は、すぐにお役に立ちそ

うなものではありません。勿論、直ちに課題の解決につながる場合もあるかもしれませんが、そ

れは少数でしょう。今後、読者の皆様の課題解決の糸口のひとつとして産学連携が考えられる時

に、本稿を思い出していただければ幸いです。

第二は、産学連携は魔法の杖ではないと言うことです。産学連携の結果として新分野進出に成

功した中小企業の例はたくさんありますが、一方、思ったような結果が出ずに、資金面で苦労し

ている中小企業が多いのも現実です。中小企業の新分野進出には、まさに社運がかかっていま

す。産学連携のメリットは、大学の先端的な研究を活用した製品や技術の「先端性」「革新性」で

す。したがって、既存市場の拡大や、場合によっては新たな市場の創出につながる可能性があり

ます。しかし同時に、「事業化まで時間がかかる」「人材や資金の負担が大きくなる」という課題

経営のアドバイス

北海道大学の地域産学連携
北海道大学産学連携本部TLO部門

部門長 兼 技術移転室長
特任准教授 末富 弘

（北見工業大学地域共同研究センター客員教授）
（室蘭工業大学大学院「財務・金融・ベンチャー支援論」担当）
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があります。産学連携の場合は、製品開発や技術開発の公的プロジェクトに採択され、企業の資

金負担が１／３あるいはゼロになることもありますが、プロジェクトの期間はせいぜい２～３年

です。プロジェクト終了と同時に製品や技術が完成している例はまれです。新分野進出の成否

は、それからの追加研究にかかっています。新分野進出に産学連携を絡める場合は、この点に十

分注意してください。

産学連携の必要性

私の立場からは、「産学連携とはこうである�」と説明する必要もないくらい一般化している
と思いたいのですが、それは無理がありそうです。

産学連携については色々な人が色々な定義をしていますが、私は、「大学・研究機関で生み出

された技術・ノウハウを企業が事業化へ結びつける営み」と考えています。大学等の研究成果が

まずありきで、そこから企業が加わって事業化につなげる場合もあれば、逆に企業のニーズあり

きで大学等につなぎ、共同研究を行い事業化に至る場合もあります。私の経験では、後者の方が

事業化に至る可能性は圧倒的に大きくなります。

大学等の研究成果は、勿論、先端的なものですが、それであるがゆえに事業化へのハードルは

高く、膨大な時間や資金を必要とすることになります。例えば医薬品の開発では、製品化までに

１０年の期間や数百億円の資金がかかる例は少なくありません。大学や中小企業が支えられる金額

ではありません。また、それだけの時間と資金を投下しても、成功するかどうかは分かりませ

ん。ただし、開発に成功した場合は、人類の健康の増進に貢献すると言う大変な名誉ともに、莫

大な収入を見込むことも可能です。

しかし、これから私が説明する産学連携は、このような大掛かりなものではなく、道内の中小

企業が関わるものとご理解ください。北海道が平成２０年８月に策定した「北海道科学技術振興戦

略」では、「自立型経済構造への転換と厚みと広がりのある産業構造の構築」と題し、産学連携

の必要性が以下のように説明されています。

「北海道は、他の都府県に比較して、一次産業及び三次産業のウェイトが高く、二次産業、特

に経済波及効果の高い加工組立型工業の割合が低く（注）、公的需要への依存度が高い経済構造か

ら、民間主導の自立型経済構造への転換を図り、厚みと広がりのある産業構造の構築を進めてい

くことが必要とされています。

また、本道の基幹産業である農業は、国産供給熱量で全国の２割を占めるなど我が国における

食料の安定供給に重要な役割を果たしていますが、農業産出額ベースでは全国の１２％（平成１８

年）となっており、素材供給にとどまらず、付加価値を高めるなど食品産業の振興が求められて

います。

こうした要請の下、ものづくり産業の振興、中小企業の育成・強化、食のブランド化の加速、

成長発展が期待される分野の強化などに向けて、大学等の研究シーズなど道内の知的財産の活用

や産学官及び金融機関等の連携・協働の充実を通じた研究成果の事業化・実用化の促進が一層求

められています。」

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７７／本文　※柱に注意！／０１０～０１６　経営のアドバイス　末富  2011.03.17 16.25.2



経営のアドバイス

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年４月号

注）道（国）内総生産の産業別構成比：農林水産業３．７％（全国１．５％）、製造業８．１％（同１９．９％）、建設業

６．８％（同６．１％）、政府サービス生産者１６．７％（同９．５％）となっており、全国に比べて製造業の占める割合が

低い産業別構成になっている。（北海道総合政策部「平成２０年度道民経済計算推計結果の概要」）

製造業の振興は、北海道にとって常に大きな課題です。基幹産業である炭鉱が終焉を迎え、北

洋漁業が２００カイリ問題で大きなダメージを受けたのは１９８０年代ですが、それらの原因や兆候が

出始めた１９６０年代からの課題であったといっても良いでしょう。

北海道は企業誘致のための条例を制定し、様々な優遇措置を用意して、製造業の北海道への誘

致に取り組みました。私は、１９８６年から８８年まで、北海道拓殖銀行から北海道商工観光部（現・

経済部）に出向し、炭鉱や北洋漁業を巡る大きな変化と地域経済への影響、それに対応する企業

誘致活動の強化を間近に見ていました。また一部、私自身も業務として関わっていました。北海

道の官民挙げての企業誘致活動が実を結び、一時、北海道の誘致企業数は全国一になりました。

しかし、北海道に進出する企業の多くは、北海道の安い土地と安い労働力を期待していました

が、経済のグローバル化とともに、北海道から、より人件費が低いアジア諸国に生産拠点を移し

ました。企業経営からは、ある意味仕方がない選択で、現在では生産拠点を海外に置くことは、

ごく当たり前になっています。

企業誘致による製造業の振興は地域経済の拡大や雇用の増加等の即効性があり、また、進出企

業は経営に安定感があります。現在、苫小牧地区を中心に自動車部品製造業をはじめとして多く

の企業が進出（現地法人を含む）し、地域経済に大きく貢献しています。今後も積極的にオール

北海道で、企業誘致を進めなければなりません。しかし同時に、北海道内で新産業を創出するこ

とは絶対に必要です。時間はかかるかもしれませんが、国際的に優位性のある新産業を創出し、

北海道の企業として根付かせなければなりません。そのためのツールのひとつとして産学連携が

あります。

今、北海道で目指しているのは農林水産業や建設業に比べて弱い製造業の振興であり、言い換

えれば公共工事を初めとした公的需要依存からの脱却であります。すでに公共工事は大きく減少

しており、そのために建設業は厳しい状況になりつつあります。土木や建設の需要は景気対策で

一時的に増加することはあるかもしれませんが、今後も縮小傾向は避けられないのではないでし

ょうか。札幌を除く道内の地方では建設業が産業連鎖の頂上にある場合が少なくありません。こ

のような状況で建設業が縮小すれば、関連する企業にお金が回らなくなり、地域の経済活動全体

が縮小します。勿論、雇用も確実に減少し、地域に深刻な影響が出ることが懸念されます。

回りくどくなりましたが、新産業の創出の担い手として、地域の建設業の果たす役割は大きい

と考えます。企業としては経営基盤がしっかりしており、経営面や営業面で不安がある大学発ベ

ンチャーが新事業を行う場合と比較にならないくらい安定感があります。又、地域での雇用を守

るためには、既存事業だけでは難しく、新たな事業への進出しなければならない事情もありま

す。

なお、新分野とひと括りで言いましたが、農業や飲食業、販売業他、本業以外の全ての事業が
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該当します。これから述べる新分野は、産学連携が絡む新分野に限定するとお考えください。勿

論、建設業の新分野進出は簡単ではありません。失礼な言い方をご容赦いただきたいのですが、

技術がない、設備がない、人材がないから始まるわけですから、産業界や官庁、大学等が一体と

なって進めていくことが絶対に必要です。

私のところにも年に数件、建設会社から新分野進出を行うために産学連携に取り組みたいとの

相談がきますが、真摯に対応しています。勿論、経営者のしっかりとした意志が無ければ、中途

半端な結果に終わり、かえって様々な損失が発生する可能性が高いことも説明しています。

北海道大学の地域産学連携

この項では、私の所属する北海道大学の地域産学連携について説明します。

北海道大学の基本理念に「実学の重視」があり、大学の研究の中には北海道の産業とともに発

展してきたものも少なくありません。現在でも、産学官の連携協働の拡大を通じて、研究成果を

北海道、さらに日本、世界へ還元することとしております。その産学連携のワンストップ窓口

が、私が所属する産学連携本部です。産学連携本部では、学内の研究者の発明の権利化、知的財

産の企業等へのライセンス、共同研究の組成、プロジェクトの組成、大学発ベンチャー支援等を

行っています。また、北海道内の各大学、高専等と連携し、共同研究の組成や技術移転に取り組

んでいます。

北海道大学では広く国内外の企業と連携活動を行っていますが、図１は道内中小企業との連携

モデルです。注目していただきたいのは左下で、様々な支援機関と連携し、共同研究や知的財産

ライセンスだけではなく、事業化分野にまで及ぶ総合的な支援を目指しています。

道内中小企業との連携は、２０１０年６月から取り組みを強化しました。まず、道内で産学連携の

経験がある企業を２０数社訪問し、北海道大学への要望を聴取しました。様々な貴重な意見をいた

だき、現在の活動に反映しています。また、訪問先企業から技術相談があり、当該分野の研究者

を紹介したところ、企業、道内工業高等専門学校、北海道大学の共同研究につながり、北海道中

小企業応援ファンドの支援が決まりました。

連携している北見工業大学、酪農学園大学、室蘭工業大学と共同で、各大学の研究情報やイベ

ント情報を無料で提供する月刊のメールマガジン「北海道広域TLO通信」（図２）を２００９年１１月に

創刊し、現在は約１，５００社に配信しています。実は、北海道大学から配信している企業数は、当

初目標としていた５００社をやっと超えたばかりですが、北海道機械工業会のメールマガジンに転

載していただくことで、１，５００社への配信が可能になりました。北海道機械工業会は道内製造業

の主要企業を中心に約３５０社で構成されており、研究情報の発信や、企業のニーズの収集等、配

信の効果はとても大きいと思われます。「北海道広域TLO通信」が、道内の産学連携を進めるひと

つのきっかけになればと期待しています。

なお、北海道機械工業会とは平成２２年度から連携の強化に取り組み、今年３月には北海道大学

の教員と、北海道機械工業会の会員企業で勉強会を開催しました。予想を大きく上回る約３０社が

参加し、研究内容の説明後、研究室訪問や意見交換を行いましたが、参加企業の関心が高く、今
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後も継続して勉強会を行うことになりました。

また、同様に北海道バイオ工業会との連携も強化しました。北海道バイオ工業会は、道内の先

端的なバイオ関連企業約３５社で構成され、大学と接点を有する企業も少なくありません。まずは

今年２月、北海道大学のバイオ系の研究成果を、北海道バイオ工業会の企業（分野で絞り込んで

います）に紹介する商談会を開催しました。大学サイドでは分からないような生の貴重な情報を

いただき、今後の研究開発の参考になりました。この商談会も、継続していきます。

さらに、道内企業が大学や研究機関の研究者に、自社をPRするセミナーを開始しました。産

学連携に参加したことがある、あるいは関心がある道内企業が、自社の技術やサービスを紹介

し、研究者に使ってもらおうというものです。研究者は企業との接点が思いのほか少なく、材料

の購入や試作品の製作に困ることがあります。その時に、道内企業を使えれば企業にとってはビ

ジネスチャンスになり、大学にとっては共同研究やプロジェクトにつながる可能性があります。

平成２２年度は２回開催しましたが、今後も継続していきます。

このような活動の結果、道内企業からの技術相談は、前年に比べ倍増しており、少しずつです

が、手ごたえを感じ始めています。２０１１年度は従来以上に地域中小企業との連携を進めてまいり

ます。ご希望、ご相談があれば、何なりとワンストップ窓口（TEL０１１－７０６－９５６１）にお電話く

ださい。

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７７／本文　※柱に注意！／０１０～０１６　経営のアドバイス　末富  2011.03.17 16.25.2



経営のアドバイス

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年４月号

図１

○ まず、産学連携本部ワンストップ窓口（０１１－７０６－９５６１）にお電話ください。産学連携本部

のホームページからも相談は可能です。

http : //www.mcip.hokudai.ac.jp/index.php

○ 担当がご相談の内容に応じて研究者や機関を調査します。北海道大学内に研究者がいない場

合は、連携している他大学や公設試験研究機関、中小企業支援機関等をご紹介します。

○ 北海道大学内に研究者がいる場合は、研究者と協議し、共同研究やプロジェクトを実施しま

す。

○ 研究成果の製品化にあたっては、連携する中小企業支援機関や金融機関が支援を行います。
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図２

北海道広域TLO通信は、文部科学省・経済産業省の「承認TLO」（TLO：大学技術の移転機関）

となった北海道大学と連携協定大学＊が、中心となり発行するメールマガジンです。

毎月、道内大学発の最新研究情報、産学連携に関する情報等をお届けしいたします。

＊連携協定大学：北見工業大学、酪農学園大学、室蘭工業大学（２０１１年３月現在）

【配信情報】

メールマガジンは、大学の研究成果および産学官連携に興味がありメールアドレス（携帯不

可）をお持ちの方であれば道内・道外、個人・法人を問わず、どなたでも登録可能です。

登録はこちらです。

http : //www.mcip.hokudai.ac.jp/TLO/touroku/index.php
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．０ △８．９ ９２．７ △５．６ ８７．０ △８．４ ９０．８ △１１．４ ８９．６ △６．０

２１年１０～１２月 ９２．４ △１．３ ８８．１ △４．３ ９５．２ △０．５ ８９．１ △３．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６
２２年１～３月 ９４．６ １２．５ ９４．３ ２７．５ ９８．８ １１．３ ９５．５ ２６．５ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０

４～６月 ９３．０ ８．５ ９５．７ ２１．０ ９７．６ １２．８ ９７．０ ２１．８ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２
７～９月 ９３．９ ６．１ ９４．０ １３．５ ９６．１ ５．７ ９５．８ １４．３ ９０．９ △３．６ ９７．６ ３．４
１０～１２月 r ９２．８ ０．４ r ９２．５ ４．９ ９５．８ ０．７ r ９４．３ ５．８ r ８９．６ △３．４ r ９６．４ ３．７

２２年 １月 ９５．７ ７．９ ９４．３ １８．９ ９９．３ ７．２ ９５．０ ２０．１ ９４．０ △５．９ ９４．０ △１２．３
２月 ９６．０ １４．４ ９３．７ ３１．３ １００．４ １３．４ ９４．８ ２９．０ ９０．９ △９．５ ９５．５ △７．５
３月 ９２．１ １５．２ ９４．８ ３１．８ ９６．６ １３．４ ９６．７ ２９．９ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４月 ９２．７ ９．４ ９６．０ ２５．９ ９５．７ １１．０ ９８．１ ２７．１ ８９．０ △１０．０ ９４．６ △３．４
５月 ９３．０ ８．０ ９６．１ ２０．４ ９７．２ １３．１ ９６．４ ２１．０ ８８．４ △１０．７ ９６．５ △０．８
６月 ９３．３ ８．２ ９５．０ １７．３ １００．０ １４．４ ９６．６ １８．１ ８７．８ △１０．１ ９７．２ １．２
７月 ９３．５ ６．４ ９４．８ １４．２ ９４．９ ５．４ ９６．５ １４．７ ８８．９ △６．２ ９６．７ １．３
８月 ９３．８ ６．２ ９４．３ １５．１ ９７．４ ７．０ ９５．７ １５．８ ８９．６ △５．１ ９７．５ ２．６
９月 ９４．３ ５．６ ９２．８ １１．５ ９６．０ ４．５ ９５．２ １２．６ ９０．９ △３．６ ９７．６ ３．４
１０月 ９０．６ △１．０ ９０．９ ４．３ ９４．１ △０．８ ９２．３ ４．１ ８９．２ △３．４ ９６．６ ３．８
１１月 ９４．７ ２．４ ９１．８ ５．８ ９７．４ ２．８ ９４．７ ８．１ ８９．１ △５．５ ９４．９ １．９
１２月 r ９３．２ △０．１ r ９４．８ ４．９ r ９５．９ △０．１ r ９５．８ ５．４ r ８９．６ △３．４ r ９６．４ ３．７

２３年 １月 p９６．７ １．９ p９７．１ ４．７ p９６．９ △１．０ p９６．９ ３．２ p８８．６ △５．７ p１００．９ ７．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７２△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４６ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１２６ △５．１

２１年１０～１２月 ２４７，４６７△３．５ ５２，５１５ △７．０ ６６，０８０ △４．４ １９，７５３ △８．８ １８１，３８７ △３．２ ３２，７６２ △５．８
２２年１～３月 ２１９，０９３△２．５ ４７，００１ △４．９ ５７，５００ △１．８ １６，８８７ △４．９ １６１，５９３ △２．７ ３０，１１４ △４．９

４～６月 ２１８，６１４△１．０ ４６，７５４△３．５ ５２，２８８ △０．１ １５，９９８ △３．８ １６６，３２６ △１．３ ３０，７５６ △３．４
７～９月 ２１９，８３０△１．１ ４７，４６７△１．６ ５３，３８６ △２．５ １６，１１５ △３．０ １６６，４４４ △０．６ ３１，３５２ △０．９
１０～１２月 r ２４５，５３４△１．３ r ５２，５７０ △０．５ ６１，７３６ △３．４ r １９，４２１ △０．６ r １８３，７９８ △０．６ r ３３，１４９ △０．５

２２年 １月 ７６，９８９△２．７ １７，１４７△５．７ ２１，１３５ △１．４ ６，２０９ △５．７ ５５，８５５ △３．２ １０，９３８ △５．７
２月 ６６，１３２△０．９ １４，０２３ △４．０ １６，３７０ △０．１ ４，７６３ △５．３ ４９，７６２ △１．２ ９，２６０ △３．３
３月 ７５，９７２△３．５ １５，８３１ △４．９ １９，９９５ △３．５ ５，９１５ △３．６ ５５，９７７ △３．５ ９，９１６ △５．６
４月 ７３，０１１△０．８ １５，４６３ △３．７ １７，５１９ １．１ ５，２７６ △３．７ ５５，４９２ △１．４ １０，１８７ △３．７
５月 ７３，２０５△２．３ １５，６５６△３．９ １７，４９６ △０．５ ５，３６０ △２．１ ５５，７０９ △２．８ １０，２９７ △４．８
６月 ７２，３９９ ０．０ １５，６３４△３．１ １７，２７３ △０．９ ５，３６３ △５．７ ５５，１２６ ０．３ １０，２７２ △１．６
７月 ７６，５６１△０．９ １７，１８９ △１．３ ２０，２４２ △１．５ ６，５１４ △１．４ ５６，３１９ △０．７ １０，６７６ △１．２
８月 ７３，７３９△１．７ １５，５００ △１．８ １６，２８７ △２．５ ４，７４３ △３．０ ５７，４５２ △１．５ １０，７５７ △１．３
９月 ６９，５３０△０．５ １４，７７８ △１．７ １６，８５７ △３．６ ４，８５８ △５．０ ５２，６７２ ０．５ ９，９１９ ０．０
１０月 ７３，８１２ ０．３ １５，８０９ ０．４ １８，１７９ △１．３ ５，５５６ ０．６ ５５，６３３ ０．９ １０，２５３ ０．３
１１月 ７２，９４０△２．５ １６，３２５ ０．１ １８，０４３ △４．９ ６，０２７ △０．４ ５４，８９７ △１．７ １０，２９８ ０．４
１２月 r ９８，７８３△１．７ r ２０，４３５△１．７ ２５，５１５ △３．９ r ７，８３９ △１．５ r ７３，２６８ △０．９ r １２，５９７ △１．９

２３年 １月 p ７５，７９０△２．２ p １７，０８０△０．７ p １９，０５７ △５．６ p ６，０２４ △１．１ p ５６，７３３ △０．９ p １１，０５６ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年４月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７７／本文　※柱に注意！／０１７～０２０　主要経済指標  2011.03.17 16.25.37  Page 17



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ ９９．５ △３．０ １００．０ △１．６ ９２．８０ １１，０９０

２１年１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６
２２年１～３月 ９９，０６９ △１．９ １８，５０１ △５．２ ９９．２ △１．５ ９９．４ △１．２ ９０．６５ １１，０９０

４～６月 １０７，５９７ △１．２ １９，８３３ △３．０ ９９．４ △０．４ ９９．７ △０．９ ９０．０１ ９，３８３
７～９月 １２３，４０４ ４．７ ２２，４００ ４．２ ９９．２ △０．２ ９９．５ △０．８ ８５．８６ ９，３６９
１０～１２月 １１０，４３６ △１．８ ２０，４０２ △０．９ ９９．８ ０．４ ９９．９ ０．１ ８２．５８ １０，２２９

２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８
２月 ３１，０３１ △１．２ ５，７７７ △４．９ ９９．１ △１．４ ９９．３ △１．１ ９０．２８ １０，１２６
３月 ３４，４９８ △２．２ ６，５２５ △５．１ ９９．３ △１．３ ９９．６ △１．１ ９０．５２ １１，０９０
４月 ３３，９８７ △２．１ ６，４３８ △３．９ ９９．１ △１．０ ９９．６ △１．２ ９３．３８ １１，０５７
５月 ３６，１７２ △３．０ ６，７０３ △３．７ ９９．５ △０．２ ９９．７ △０．９ ９１．７４ ９，７６９
６月 ３７，４３８ １．４ ６，６９２ △１．４ ９９．６ △０．１ ９９．７ △０．７ ９０．９２ ９，３８３
７月 ３９，９４０ １．２ ７，３６３ ０．３ ９８．９ △０．３ ９９．２ △０．９ ８７．７２ ９，５３７
８月 ４１，４５３ １．１ ７，４２７ ０．７ ９９．１ △０．３ ９９．５ △０．９ ８５．４７ ８，８２４
９月 ４２，０１１ １２．３ ７，６１０ １２．２ ９９．６ ０．０ ９９．８ △０．６ ８４．３８ ９，３６９
１０月 ３５，１１５ △７．３ ６，５１５ △６．０ ９９．９ ０．４ １００．２ ０．２ ８１．８７ ９，２０２
１１月 ３５，６４７ ０．０ ６，６２０ ０．７ ９９．７ ０．４ ９９．９ ０．１ ８２．４８ ９，９３７
１２月 ３９，６７４ １．８ ７，２６７ ２．８ ９９．９ ０．５ ９９．６ ０．０ ８３．４１ １０，２２９

２３年 １月 ３５，８２８ ３．８ ６，６３８ ４．５ ９９．７ ０．６ ９９．４ ０．０ ８２．６３ １０，２３８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８

２１年１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３
２２年１～３月 ４７，１９３ ２１．９ １５，６１４ ６５．６ １８，２９９ １６．３ １３，２８０ △２．１ １，２９５，６８８ ２４．１

４～６月 ４３，７４２ ２０．８ １３，３７１ ３５．１ １８，２８１ １７．６ １２，０９０ １２．２ ９７６，２３３ ２２．０
７～９月 ４６，３５５ １１．０ １４，６９５ １９．４ １９，３１６ ５．７ １２，３４４ １０．３ １，０９８，５１５ ４．６
１０～１２月 ２６，５９７ △２３．９ ８，１９８ △２７．２ １０，２７４ △２７．２ ８，１２５ △１５．１ ７４９，８８１ △２７．２

２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９
２月 １２，７１０ ２２．４ ４，１７５ ７６．３ ４，７９７ １５．３ ３，７３８ △３．０ ３９５，６０１ ２１．９
３月 ２４，２０２ １８．２ ８，１００ ５５．０ ９，５８０ １３．５ ６，５２２ △４．２ ５８０，３３７ ２５．２
４月 １４，７９５ ２８．３ ４，２６６ ５７．８ ６，５０１ ２４．３ ４，０２８ １１．９ ２９８，３１１ ２６．４
５月 １３，００２ ２３．３ ４，０４９ ２６．５ ５，１２７ ２５．９ ３，８２６ １７．０ ３００，７６０ ２３．０
６月 １５，９４５ １２．８ ５，０５６ ２６．６ ６，６５３ ６．６ ４，２３６ ８．６ ３７７，１６２ １８．１
７月 １７，７６５ ８．０ ５，３９０ ２１．６ ８，１６４ △０．８ ４，２１１ １１．３ ４２０，５９３ １２．９
８月 １３，６７６ ３７．７ ４，１７４ ４５．１ ５，８７２ ５１．５ ３，６３０ １４．３ ３６９，２１０ ４０．１
９月 １４，９１４ △３．１ ５，１３１ ２．６ ５，２８０ △１４．４ ４，５０３ ６．５ ４００，６６３ △３．２
１０月 ９，４９１ △２３．６ ２，７７０ △２９．５ ３，５９０ △２８．２ ３，１３１ △１０．５ ２５１，４９３ △２５．９
１１月 ９，５３５ △２４．０ ３，０５０ △２０．７ ３，８４１ △２６．５ ２，６４４ △２３．９ ２５８，７３２ △２９．８
１２月 ７，５７１ △２４．１ ２，３７８ △３１．８ ２，８４３ △２６．８ ２，３５０ △９．７ ２３９，６５６ △２５．５

２３年 １月 ８，５７５ △１６．６ ２，３３４ △３０．１ ３，４８８ △１１．１ ２，７５３ △８．８ ２５９，０７９ △１９．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年４月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７７／本文　※柱に注意！／０１７～０２０　主要経済指標  2011.03.17 16.25.37  Page 18



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ８４，３３７ △２０．６

２１年１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０
２２年１～３月 ４，９６８ ２０．９ １，８６５ △６．６ １３０，９５１ △６．７ ２４，９９２ △１１．８ ２３，１８０ △１．８

４～６月 ７，９４２ ７．４ １，９５２ △１．１ ２７６，８１７ △１２．６ ３１，０１８ △３．５ ２１，５３９ ３．３
７～９月 ８，２７３ １７．５ ２，１２８ １３．８ ２４９，６４６ △２１．１ ３２，２４６ △１２．６ ２３，３７６ １３．０
１０～１２月 ７，８００ △５．１ ２，１８７ ６．９ １２９，８９７ △２５．２ ２５，３６９ △１４．８ ２０，５７１ ４．９

２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１
２月 １，３７４ ２．８ ５６５ △９．３ １８，８９９ １９．２ ５，７９０ △８．８ ６，４３１ △７．１
３月 ２，３８４ ２２．２ ６５０ △２．４ １０２，５７１ △２．６ １３，４１１ △１６．０ １１，０６８ １．２
４月 ２，５４７ ６．５ ６６６ ０．６ １３８，０４４ △６．２ １３，２７８ △０．１ ６，８８０ ９．４
５月 ２，４１５ １４．３ ５９９ △４．６ ６０，１２５ △９．６ ７，４０２ △５．９ ６，３８９ ４．３
６月 ２，９８０ ３．２ ６８７ ０．６ ７８，６４８ △２３．６ １０，３３８ △５．８ ８，２７０ △２．２
７月 ２，８２５ ２３．６ ６８８ ４．３ １０６，２３０ △１２．０ １１，４１０ △８．８ ６，８４４ １５．９
８月 ２，９４１ ２１．１ ７２０ ２０．５ ７３，８３１ △２３．３ ９，２１６ △８．４ ７，０７３ ２４．１
９月 ２，５０７ ７．８ ７２０ １７．７ ６９，５８５ △３０．０ １１，６２０ △１８．８ ９，４５９ ４．２
１０月 ２，７８７ ６．８ ７１４ ６．４ ５５，５０６ △３９．８ １０，３６７ △１８．１ ６，３５８ ７．０
１１月 ２，６１３ △１５．０ ７２８ ６．８ ３９，３９４ △２２．７ ７，９１２ △６．３ ６，４４２ １１．６
１２月 ２，４００ △５．２ ７４５ ７．５ ３４，９９７ １４．７ ７，０９０ △１８．１ ７，７７１ △１．６

２３年 １月 １，９５０ ６１．２ ６６７ ２．７ １７，９５５ ８９．４ ５，２１８ △９．９ ６，０１９ ５．９

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８

２１年１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２
２２年１～３月 ２，５２３ △０．２ ０．３８ ０．４６ ５．２ ５．１ １０９ △３７．７ ３，４６７ △１７．７

４～６月 ２，６８８ １．７ ０．３６ ０．４２ ５．５ ５．３ １１３ △２７．６ ３，３２３ △１６．０
７～９月 ３，６０６ △２．０ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ １１１ ２．８ ３，２３２ △１４．５
１０～１２月 ２，６２５ △２．５ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ １０７ △７．８ ３，２９９ △６．５

２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ ↑ ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８
２月 ８２２ ４．７ ０．３９ ０．４６ ５．２ ５．０ ３５ △３０．０ １，０９０ △１７．２
３月 ９１１ △３．１ ０．３９ ０．４７ ↓ ５．３ ３６ △４４．６ １，３１４ △１４．５
４月 ７５２ ４．５ ０．３５ ０．４２ ↑ ５．４ ４５ △１９．６ １，１５４ △１３．１
５月 ９２５ ０．８ ０．３５ ０．４１ ５．５ ５．２ ３５ △２２．２ １，０２１ △１５．１
６月 １，０１１ ０．４ ０．３７ ０．４３ ↓ ５．２ ３３ △４０．０ １，１４８ △１９．２
７月 １，１３８ ０．８ ０．３８ ０．４５ ↑ ５．０ ３９ ０．０ １，０６６ △２３．０
８月 １，３１６ △０．５ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ ３４ △２０．９ １，０６４ △１４．２
９月 １，１５２ △６．１ ０．４３ ０．５２ ↓ ５．１ ３８ ４６．２ １，１０２ △４．５
１０月 １，００５ △０．３ ０．４５ ０．５４ ↑ ５．０ ３０ △２３．１ １，１３６ △９．９
１１月 ８０８ △４．７ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ ３７ ５．７ １，０６１ △６．２
１２月 ８１２ △３．０ ０．４２ ０．５６ ↓ ４．６ ４０ △４．８ １，１０２ △２．９

２３年 １月 ７８２ △１．１ ０．４２ ０．５９ － ４．７ ３９ ２．６ １，０４１ △２．０

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年４月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，１２６ △１７．１ ９７７，２９２ △３７．０ ５３７，８０７ △２５．２

２１年１０～１２月 ８４，９０６ △０．５ １５７，０８２ △８．０ ２６５，３４２ △２５．５ １４０，００３ △２０．９
２２年１～３月 ８４，７９９ ３３．０ １６０，３３１ ４３．３ ２８３，５７４ ２９．６ １４３，７５０ １８．９

４～６月 ８２，４５９ ４５．６ １７０，６４４ ３３．２ ２９５，５５５ ５２．０ １５３，３１４ ２７．９
７～９月 ８３，７５４ △１３．０ １７０，３１５ １７．８ ２７６，６２９ １８．２ １５３，５９９ １４．５
１０～１２月 r ９０，０９９ ６．１ １７２，７６３ １０．０ r ２９４，４１１ １１．０ １５５，７２８ １１．２

２２年 １月 ２２，１９４ ８．０ ４９，０１６ ４０．９ ９４，７６４ ２０．９ ４８，４０６ ８．９
２月 ３３，２４３ ６２．６ ５１，２７９ ４５．３ ９２，０５５ ４５．４ ４４，８０６ ２９．５
３月 ２９，３６２ ２８．９ ６０，０３６ ４３．５ ９６，７５５ ２５．３ ５０，５３８ ２０．６
４月 ２９，２７５ ５１．８ ５８，８７９ ４０．４ １１１，４１５ ４５．６ ５１，５３０ ２４．３
５月 ２４，１７２ ２２．７ ５３，０９８ ３２．１ ８７，１１５ ４２．４ ４９，９３８ ３３．６
６月 ２９，０１２ ６４．４ ５８，６６８ ２７．７ ９７，０２５ ７１．０ ５１，８４６ ２６．２
７月 ３２，９２２ △９．２ ５９，８２７ ２３．５ ９８，２７１ ４３．８ ５１，８３５ １５．８
８月 ２２，１５５ △２．６ ５２，０７９ １５．５ ７７，６６９ ７．０ ５１，２３９ １７．９
９月 ２８，６７７ △２３．１ ５８，４０９ １４．３ １００，６８９ ８．３ ５０，５２４ １０．０
１０月 ３０，６５５ ２．１ ５７，２４１ ７．８ ９０，５８３ ２．６ ４９，０５７ ８．８
１１月 ２４，２７１ △１３．２ ５４，３９８ ９．１ r ９０，３２１ １１．９ ５２，８０７ １４．２
１２月 r ３５，１７３ ３０．６ ６１，１２３ １２．９ r １１３，５０７ １７．９ p ５３，８６５ １０．６

２３年 １月 p ２６，９７５ ２１．５ ４９，７０３ １．４ p１１５，０７９ ２１．４ p ５４，４５６ １２．５

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４

２１年１０～１２月 １３３，９０９ ３．０ ５，６７１，９７７ ２．４ ９２，２３０ ２．６ ４，１６６，１６７ △１．２
２２年１～３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４

４～６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６
７～９月 １３４，１４５ ２．１ ５，７７５，２２９ ２．４ ９１，６０１ ０．５ ４，１０４，３５２ △１．５
１０～１２月 １３６，０２２ １．６ ５，７６７，０７８ １．７ ９２，１６５ △０．１ ４，０９３，０６６ △１．８

２２年 １月 １３２，３８７ ３．１ ５，６５９，０７７ ２．７ ９２，０４４ ２．５ ４，１４０，３６５ △１．１
２月 １３３，２１３ ２．７ ５，６８３，７２６ ２．３ ９１，９８３ １．６ ４，１３８，２５４ △１．３
３月 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
４月 １３４，５８７ ２．６ ５，７７６，５２７ ２．４ ９２，４３６ １．２ ４，１０４，３１２ △１．８
５月 １３４，５２２ ２．６ ５，７９７，７７８ ３．０ ９１，２９５ ０．３ ４，０８９，１５９ △１．９
６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６
７月 １３４，００１ ２．５ ５，７３５，４３７ １．９ ９０，４６１ ０．４ ４，０８５，７５２ △１．６
８月 １３３，９５７ ２．１ ５，７４０，８６８ ２．３ ９０，４２４ ０．３ ４，０６７，４７１ △１．７
９月 １３４，１４５ ２．１ ５，７７５，２２９ ２．４ ９１，６０１ ０．５ ４，１０４，３５２ △１．５
１０月 １３３，７４１ １．４ ５，７３０，２４５ ２．４ ９１，４５８ ０．２ ４，０６７，７０６ △１．９
１１月 １３４，５５１ １．９ ５，７５８，６３５ １．９ ９１，１２３ △０．２ ４，０６０，２７２ △１．８
１２月 １３６，０２２ １．６ ５，７６７，０７８ １．７ ９２，１６５ △０．１ ４，０９３，０６６ △１．８

２３年 １月 １３３，９９３ １．２ ５，７６２，０２１ １．８ ９１，５６５ △０．５ ４，０６４，８５７ △１．８

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年４月号
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このたびの東北地方太平洋沖地震において被害を受けられた

皆さまに、謹んでお見舞い申し上げます。

一日も早く復旧されますよう心よりお祈り申し上げます。
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●道内経済の動き 

●不良債権の償却 

●北海道大学の地域産学連携 
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